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目 的 

1.  本意見募集文書は、日本公認会計士協会が公表した企業会計に関する実務指針（Ｑ＆

Ａを含む。以下「実務指針等」という。）を企業会計基準委員会に移管することについて

関係者からの意見を募集することを目的としている。企業会計基準委員会及び日本公認

会計士協会は、本意見募集文書に寄せられた意見を参考に、実務指針等の移管を行って

いくことを予定している。 

 

経 緯 

2.  我が国の会計基準は、企業会計基準委員会が設立される前は、会計基準については企

業会計審議会が公表し、実務上の取扱い等を示す実務指針等については日本公認会計士

協会が公表していた。2001 年に企業会計基準委員会が設立された後は、新しい会計基

準、適用指針及び実務対応報告についてはいずれについても企業会計基準委員会が公表

することとなった。 

3.  企業会計基準委員会が設立される前に公表された会計基準及び実務指針等の効力に

関して、まず会計基準については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則」第 1条第 2項により一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に該当するものと

されており、引き続き効力を有している。 

4.  企業会計審議会が公表した会計基準の改廃の責任については、企業会計基準委員会が

負うこととされている。企業会計審議会が公表した会計基準を企業会計基準委員会が改

正する場合、企業会計基準委員会に移管する場合（例：企業会計基準第 10 号「金融商

品に関する会計基準」）と、企業会計審議会が公表した会計基準はそのままとし追加の

新しい会計基準を企業会計基準委員会が公表する場合（例：企業会計審議会「研究開発

費等に係る会計基準」及び企業会計基準第 23号「『研究開発費等に係る会計基準』の一

部改正」）とがある。 

5.  次に実務指針等の効力については、2001年 12月に開催された第 5回企業会計基準委

員会において審議され、「企業会計基準適用指針の開発についての当面の対応」（以下「当

面の対応」という。）が公表された。当面の対応では、「従来、日本公認会計士協会（JICPA）

が公表してきた企業会計に関する実務指針（Ｑ＆Ａを含む。以下「実務指針等」という。）

については、現時点において、企業会計基準委員会（ASB1）が包括的な承認等の評価を

行う予定がないことから、個々に改廃されない限り、従前どおりの効力を有すると考え

る。」とされた。 

6.  さらに当面の対応では、適用指針及び実務指針等の開発に関する基本方針を明確にす

                                                      
1 当面の対応を公表した当時は、企業会計基準委員会を ASBと略していた。以下同じ。 



－3－ 

べきとされ、企業会計基準委員会と日本公認会計士協会の役割分担については「新規の

適用指針は、ASB が担当する。JICPA が公表した実務指針等のメンテナンスは原則とし

て JICPA が担当する。この場合であっても、修正の基本的な方向については、ASB が調

整にあたる。」とした上で「JICPA が公表した実務指針等について、大幅な改定を行う場

合及び新規の適用指針が必要と考えられる場合は、ASBが担当する。」とされた。これに

基づき、日本公認会計士協会が公表した実務指針等について大幅な改定を行う場合は、

企業会計基準委員会でその改正内容の審議を行い、その審議結果を日本公認会計士協会

に伝達し、日本公認会計士協会のデュー・プロセスを経て改定される。 

7.  日本公認会計士協会が公表した実務指針等については包括的に企業会計基準委員会

に引き継ぐことはせず、引き継げるものから引き継ぐ形をとっている（例：企業会計基

準適用指針第 26 号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」）。しかし、多くの

実務指針等はまだ日本公認会計士協会に残されている。 

8.  当面の対応は、法律の改正等に伴う軽微な修正への対応に関する企業会計基準委員会

と日本公認会計士協会との役割分担の明確化といった実務上の課題に対応することを

目的として、2022 年 12 月に一部改正されたが、当該改正は日本公認会計士協会が公表

した実務指針等を包括的に企業会計基準委員会に引き継ぐことは前提となっていない。 

 

課 題 

9.  上述した経緯により、会計基準については企業会計審議会と企業会計基準委員会が公

表したものが存在しており、実務指針等、適用指針及び実務対応報告については企業会

計基準委員会と日本公認会計士協会が公表したものが存在している。 

10.  このため、会計基準等の利用者は、企業会計審議会から公表されたもの、企業会計基

準委員会から公表されたもの及び日本公認会計士協会から公表されたもののすべてを

みないと日本基準の全体像を把握できないという課題がある。また、日本公認会計士協

会から公表されたものには会計に関する指針と監査に関する指針の両方を扱うものが

存在しているが、国際的な基準体系との整合性を踏まえると、監査基準に関する要求事

項と会計基準に関する要求事項を明確に分離すべきという指摘が聞かれている。 

11.  さらに、日本公認会計士協会が公表した実務指針等を包括的に企業会計基準委員会に

引き継いでいないことに関して、以下の課題が指摘されている。 

(1)  企業会計基準委員会が会計基準設定主体となっているにもかかわらず、形式的と

はいえ日本公認会計士協会が実務指針等に関する基準開発を担う形となっている。 

(2)  内容を検討しながら移管するということになれば、内容を変更するニーズがない

限り企業会計基準委員会において取り上げられることがなく、いくつかの実務指針

等は今後も継続して日本公認会計士協会に残る可能性がある。 

(3)  日本公認会計士協会が公表した実務指針等の改廃は実質的に企業会計基準委員会



－4－ 

が行っているにもかかわらず、日本公認会計士協会のデュー・プロセスを経て改廃

を行わなければならず、基準開発の効率が悪い。 

12.  一方、日本公認会計士協会が公表した実務指針等を企業会計基準委員会に包括的に引

継ぎできない理由としては、以下が考えられる。 

(1)  日本公認会計士協会が公表した実務指針等であることから、会計に関する内容と

監査に関する内容が混在しているものがあり、企業会計基準委員会に移管する場合

には会計に関する内容と監査に関する内容を切り分ける必要がある。 

(2)  どの実務指針等も公表後、一定期間経過しており、移管する際にはそのままの形

で移管するのではなく、内容を検討した上で移管すべきであるとの意見がある。 

(3)  企業会計基準委員会のデュー・プロセスとは異なる日本公認会計士協会における

デュー・プロセスに従って開発されたものであり、開発における監査人以外の市場

参加者による関与度合いが異なる。また、日本公認会計士協会において開発された

実務指針等であることから、監査人の目線で作成されている指針もあるとの指摘が

ある。 

13.  このような課題を踏まえ、本意見募集文書では、日本公認会計士協会が公表した実務

指針等を企業会計基準委員会に移管するプロジェクト（以下「移管プロジェクト」とい

う。）についての考えを示している。 

 

移管プロジェクトのアプローチ 

14.  移管プロジェクトは、以下のように進めることが考えられる。 

(1)  日本公認会計士協会が公表している実務指針等を以下の 2つの分類に分ける。 

①  会計に関する指針のみを扱う実務指針等（内訳については別紙 1 を参照の

こと） 

②  会計に関する指針のみを扱う実務指針等以外の実務指針等（内訳について

は別紙 2を参照のこと） 

(2)  会計に関する指針のみを扱う実務指針等については、すべて移管プロジェクトの

対象とする。その際、現状の実務指針等に関する内容については文言単位で一切変

更しない。この移管は、2024年 3月までに完了することを目途とする。 

(3)  会計に関する指針のみを扱う実務指針等以外の実務指針等については、移管プロ

ジェクトの対象としないが、これらのうち、優先順位が高いと考えられる継続企業

と後発事象については実務指針等の移管に係る実行可能性についての調査研究を実

施する。この調査研究は、2024年 6月までに完了することを目途とする。 

15.  次項以降では、前項(1)のそれぞれの分類について説明する。 

 

会計に関する指針のみを扱う実務指針等 
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16.  日本公認会計士協会が公表した実務指針等には、会計に関する指針のみを扱うものが

ある。これらの会計に関する指針のみを扱うものについては、内容的に企業会計基準委

員会が所管するのが適切と考えられるため、該当するすべての実務指針等を移管プロジ

ェクトの対象とすることが考えられる。 

17.  その際、移管プロジェクトでは当該移管により実務を変更しないことを意図すること

とし、現状の実務指針等に関する内容については文言単位で一切変更しないことが考え

られる。現状の実務指針等に関する内容について改正すべきという意見が出ることが考

えられるが、その場合、移管プロジェクトでは取り扱わず、移管後、通常の審議テーマ

の設定に関するデュー・プロセスに基づき対応することが考えられる。 

18.  移管するにあたり、既存の実務指針等が Q&A形式になっている等により、実務指針等

の内容によっては、「企業会計基準及び修正国際基準の開発に係る適正手続に関する規

則」（以下「適正手続規則」という。）に定められている「会計基準」「適用指針」「実務

対応報告」という分類に当てはまりにくいという課題が生じる可能性がある。この点に

ついては、適正手続規則を改正し「移管基準」（仮称）の分類を設けることを財務会計基

準機構に依頼し、「移管基準」（仮称）にそのままの形で移管することが考えられる。 

19.  前項のとおり進める場合のデュー・プロセスについては、「移管基準」（仮称）として

引き継ぐ場合であっても、公開草案を公表することになると考えられる。しかしながら、

現状の実務指針等に関する内容については文言単位で一切変更せずそのままの内容で

引き継ぐことから、その趣旨は内容が変わっていないことを確認するということであり、

通常の公開草案とは異なるものになると考えられる。 

20.  また、移管プロジェクトのうち、会計に関する指針のみを扱う実務指針等の移管の完

了予定時期については、現状の実務指針等に関する内容をそのまま引き継ぐことから、

できるだけ短期間で完了すべきと考えられ、2024 年 3 月に完了することを目途にする

ことが考えられる。 

 

会計に関する指針のみを扱う実務指針等以外の実務指針等 

21.  会計に関する指針のみを扱うもの以外に、日本公認会計士協会が公表した実務指針等

には、監査に関する指針に会計に関連する記載が含まれているものがある。これについ

ては、第 12項(1)に記載したとおり、内容に応じて、会計に関する内容と監査に関する

内容を切り分ける必要がある場合があり、仮にこの作業を行う場合には詳細な分析が必

要となり膨大なリソースを要する可能性があることから、その結果、適時に移管できな

いおそれがある。 

22.  そのため、この分類に該当する実務指針等については、優先順位を検討し、その優先

順位に基づいて対応することが適切と考えられる。ここで優先順位をどの観点から検討

するかについて、1 つの観点としては、国際的な会計基準及び監査基準等に照らした状
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況により判断することが考えられる。 

23.  国際的な会計基準に照らして検討した場合、国際財務報告基準（IFRS）では、継続企

業については IAS第 1号「財務諸表の表示」において定めが設けられている。また、後

発事象については、IAS 第 10 号「後発事象」において定めが設けられている。このた

め、この観点からは継続企業と後発事象は優先順位が高いと考えられる。 

24.  また、国際的な監査基準に照らして検討した場合、国際監査・保証基準審議会（IAASB）

は、国際監査基準 570「継続企業」を改訂するプロジェクトを進めており、ここでは継

続企業の前提の評価期間の起点を期末日から財務諸表の承認日に変更するなどの改訂

を行う方向で検討が進んでいる。 

監査基準を国際監査基準と整合性あるものとすることは、我が国の監査に対する信頼

性を確保する観点から必須であり、継続企業に関する国際監査基準が改訂された場合に

は日本の監査基準に取り込むことになると考えられる。ここで、国際的には、継続企業

の前提に関する経営者の責任を定めた会計基準が存在しており、継続企業の前提に関す

る経営者の評価が行われ、それに関する注記が存在することを前提として監査基準が定

められている。また、継続企業の前提の評価期間の起点の変更については企業の実務に

影響を与える可能性があるが、監査基準の変更のみによって企業の実務に影響を与える

のは望ましくないため、我が国において継続企業の前提に関する会計基準の開発をあわ

せて行うべきであると考えられる。 

25.  さらに、後発事象については、IFRS 会計基準においては「財務諸表の公表の承認日」

の概念が存在し、期末日後、この日までに発生した事象を後発事象とすることとされて

いる。ここで、IFRS会計基準を開発する国際会計基準審議会（IASB）の姉妹組織である

国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）は、現在、IFRSサステナビリティ開示基準を

開発しており、その中で「サステナビリティ関連財務情報の公表の承認日」の概念を導

入する予定であり、我が国においてサステナビリティ開示基準を開発するサステナビリ

ティ基準委員会（SSBJ）は、我が国のサステナビリティ開示基準においてこの概念を導

入することを検討している。「公表の承認日」の概念は現時点では必ずしも我が国にお

いて定着している概念ではないが、サステナビリティ開示基準における検討を契機とし

て、会計基準においても求めることを検討することが考えられる。 

26.  なお、監査基準報告書 560実務指針第１号「後発事象に関する監査上の取扱い」では、

我が国では会社法に基づく開示制度と金融商品取引法に基づく開示制度が併存してい

ることを踏まえ、個別財務諸表について「修正後発事象が会社法監査における会計監査

人の監査報告書日後に発生した場合には、金融商品取引法に基づいて作成される財務諸

表においては、計算書類との単一性を重視する立場から当該修正後発事象は開示後発事

象に準じて取り扱うものとする。」としており、連結財務諸表についても同様の取扱い

が定められている。今回の検討は移管が趣旨であることから、仮に後発事象について検

討を行う場合、この取扱いについて引き継ぐことを前提とすることが考えられる。 
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27.  このような状況を踏まえると、継続企業と後発事象について実務指針等の移管に係る

実行可能性について調査研究を行うことが考えられる。この調査研究は、会計に関する

内容と監査に関する内容との切り分けに関する検討などについて一定程度詳細な検討

が必要となると考えられることから、2024 年 6 月までに完了することを目途とするこ

とが考えられる。仮に調査研究の結果として実務指針等の移管に係る実行可能性を確認

できた場合には、移管プロジェクトの完了後に後継プロジェクトを立ち上げて、当該プ

ロジェクトにおいて対応を行うことが考えられる。 

28.  一方、継続企業と後発事象以外の実務指針等については、会計に関する内容と監査に

関する内容との切り分けに要するリソースとの比較考量から、優先順位が相対的に低い

として、移管プロジェクトにおける検討の対象外とすることが考えられる。移管プロジ

ェクトにおいて検討の対象外となった実務指針等については、企業会計基準委員会では

取り扱わないとしている業種別の実務指針等を除いて、通常の審議テーマの設定に関す

るデュー・プロセスに基づき対応することになると考えられる。なお、継続企業と後発

事象以外の実務指針等を移管プロジェクトの検討の対象外とした場合であっても、これ

らの実務指針等に関する効力が変わるものではない。 

 

以 上 
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別紙 1（会計に関する指針のみを扱う実務指針等） 

委員会名 態様 番号 実務指針等の名称 

会計制度

委員会 

委員会報告 

第 3号 
ローン・パーティシペーションの会計処理及び

表示 

第 4号 外貨建取引等の会計処理に関する実務指針 

第 5号 
連結財務諸表におけるリース取引の会計処理

に関する実務指針 

第 7号 
連結財務諸表における資本連結手続に関する

実務指針 

第 7号（追

補） 

株式の間接所有に係る資本連結手続に関する

実務指針 

第 8号 
連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計

算書の作成に関する実務指針 

第 9号 持分法会計に関する実務指針 

第 12号 
研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関

する実務指針 

第 14号 金融商品会計に関する実務指針 

第 15号 
特別目的会社を活用した不動産の流動化に係

る譲渡人の会計処理に関する実務指針 

Ｑ＆Ａ 

－ 
研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関

するＱ＆Ａ 

－ 金融商品会計に関するＱ＆Ａ 

－ 

特別目的会社を活用した不動産の流動化に係

る譲渡人の会計処理に関する実務指針につい

てのＱ＆Ａ 

－ 土地再評価差額金の会計処理に関するＱ＆Ａ 
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別紙 2（会計に関する指針のみを扱う実務指針等以外の実務

指針等） 

委員会名 態様 番号 実務指針等の名称 

監査・保証

基準委員会 

監査基準報告書

560実務指針 

第 1号 後発事象に関する監査上の取扱い 

第 2号 
訂正報告書に含まれる財務諸表等に対する

監査に関する実務指針 

監査第一委

員会 
委員会報告 第 43号 圧縮記帳に関する監査上の取扱い 

 

 

監査・保証

実務委員会 

 

 

実務指針 

 

第 42号 

租税特別措置法上の準備金及び特別法上の

引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当

金等に関する監査上の取扱い 

第 52号 

連結の範囲及び持分法の適用範囲に関する

重要性の原則の適用等に係る監査上の取扱

い 

第 56号 
親子会社間の会計処理の統一に関する監査

上の取扱い 

第 58号 

個別財務諸表における関連会社に持分法を

適用した場合の投資損益等の注記に関する

監査上の取扱い 

第 61号 
債務保証及び保証類似行為の会計処理及び

表示に関する監査上の取扱い 

第 77号 追加情報の注記について 

第 78号 
正当な理由による会計方針の変更等に関す

る監査上の取扱い 

第 81号 減価償却に関する当面の監査上の取扱い 

第 84号 
中間財務諸表と年度財務諸表との会計処理

の首尾一貫性 

第 87号 
「親子会社間の会計処理の統一に関する監

査上の取扱い」に関するＱ＆Ａ 

第 88号 

連結財務諸表における子会社及び関連会社

の範囲の決定に関する監査上の留意点につ

いてのＱ＆Ａ 

第 90号 
特別目的会社を利用した取引に関する監査

上の留意点についてのＱ＆Ａ 
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委員会報告 
第 69号 

販売用不動産等の評価に関する監査上の取

扱い 

第 74号 継続企業の前提に関する開示について 

監査委員会 委員会報告 

第 27号 
関係会社間の取引に係る土地・設備等の売却

益の計上についての監査上の取扱い 

第 71号 
子会社株式等に対する投資損失引当金に係

る監査上の取扱い 

 

なお、当該リストには、プロジェクトチーム報告及び審理情報・審理通達等は含めていない。

また、企業会計基準委員会では業種別の実務指針等を取り扱わないため、日本公認会計士協会が

公表した業種別の実務指針等は当該リストに含めていない。 

 

以 上 
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